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1. ベルギーにおける雇用契約

• 雇用契約とは何か？

• 期間の定めのない通常の雇用契約

• 期間の定めのある雇用契約

• 一定の目的のための雇用契約

• パートの雇用契約

• ホワイトカラーとブルーカラー

• 派遣による役務の提供と雇用関係



1.1 雇用契約と役務契約

雇用」とは何か？「従属関係」があるか？「従属関係」とは何か？

a. 会社又は取締役会から命令及び指示を受ける。

b. 会社の報告ラインにいる。

c.、会社の施設内にいる(office, 車, PC, 電話を使ったり与えられる…)。

d.  会社の組織内にいる。

e.   会社の従業員と一緒に仕事を行う。

f.   会社と競業することを禁止され又は排他的取引関係にある。

g.  会社の従業員と同じ手当・便益を受ける。(benefits in kind) 

h.  財務・経営に関する活動のチェックを受ける。

i.   会社のみのために活動を行う。（exclusive）

j. 活動・執務時間が定められている。

k. 休暇の申請をしなければならない。

l. 会社の従業員の１が、サービス提供者と類似の機能を果たしている。

m. 会社の元従業員であった。



1.2 採用に関する問題

• 採用に関する「差別」は禁止されています。

• 男女別、年齢制限は、差別になります。

• 秘密およびプライバシーの保持を保証し、HIVおよび遺
伝に関する医療検査をしてはいけません。

• 人種、人種の源泉、政治的意見、宗教、信条、組合の所
属、遺伝情報、健康、性生活、刑事責任、保安情報に関
する差別は採用に関して問題となるばかりか、個人情報
の保護の法令でこれらの情報の「加工」は原則として禁
止されます。（「加工」とは、収集、記録、組織化、貯蔵、
適合化、変更、抽出、相談、使用、送付による開示等個
人情報に関するすべてのオペレーションを指します。）



1.3 採用の際の情報提供

次の情報及び就業規則のコピーを採用者に提
供
 欠員補充のポジションに関する十分な情報

 給与・賃金、賞与、就業時間その他の雇用条
件、社会保険、その他の法定外フリンジベネ
フィット

 安全衛生
 労働災害防止
 医療サービス
 事業所の所属するセクター



1.4 書面の雇用契約書が必要な場合

法律上、書面の雇用契約書が必要な場合
期限の定めのある契約
パートタイム労働
代替要員としての雇用契約
就業規則又は労働協約と異なる定め
競業避止義務
知的財産権（職務発明）の扱い



1.5 期間の定めのある雇用契約

期間の定めのある雇用契約は、雇用期間を定めて雇用する契約です。
この契約を更新した場合、原則として、以下の要件をみたさないかぎり
、期間の定めのない雇用契約と看做されます。

•(i) 最大4回の連続した定期期間の雇用契約であり、個々の契約
期間が3ヶ月以上で、かつ、連続した雇用期間が2年間を超えない 。

•(ii) 連続した定期期間の雇用契約であり、個々の契約期間が6ヶ
月以上で、かつ、連続した雇用期間が3年間を超えないこと。但し、労働
監督官の事前の承認がある場合に限る 。

•(iii) 連続した定期期間の雇用契約で、労働の性質その他の適法な
理由により、正当化される契約

•(v) 代替要員としての雇用契約



1.6 試用期間

• 試用期間は廃止された。

• 本年から勤続期間が3月の従業員は2週
間の事前通知、勤続期間が3ヵ月から 6ヵ
月までの従業員は4週間の事前通知で解
雇が可能。使用者負担は減少。

• ホワイトカラーについても本年から解雇に
つき「解雇の理由」が必要になった。



1.7 試用期間に代わる代替手段

• 派遣従業員として雇い、後正社員に採
用する方法。2013年の法律改正で、そ

れまで表だって認められなかった派遣
従業員から正社員への採用が適法に行
えるようになった。後述。

• 3ヵ月または6ヵ月といった期間の定め

のある雇用契約を結び、期待に合致し
ない人の場合には契約を更新しない。



2. 派遣労働者

派遣労働者は、以下の条件により使用できる。

1.雇用契約が疾病等で履行不能となった労働者の
交代要員、

2.解雇された労働者の交代要員。

3.仕事量が一時的に増加した場合。

4.会社内で通常行われない例外的な仕事を行う

5.2013.9.1.から「INFLUX」という本採用を目的と
する派遣労働者の使用が可能



3.1 雇用契約に関する1978年7月3
日の法律の改正

1. 労働者保護のための解雇の制限を規定する。
2014以後採用の従業員については解雇の事前
通知及び補償金が使用者に少し有利になった。

2. 従業員の範疇ごとに異なる制度（ブルーカラー、
ホワイトカラー）→2014.1.から解雇・病欠につき
平等になった。但移行期間有

3. 労働協約が多数ある。協約に規定がある場合、
協約が原則として優先的に適用。但解雇の平
等の原則を否定できない。

4. 雇用契約の規定は、法令、協約に違反しなけれ
ば有効



3.2 雇用契約の終了

• 期間のある雇用契約の期間終了

• 目的限定の雇用契約の目的達成

• 解雇（個別、集団、事業所閉鎖）

• 懲戒解雇

• 看做し解雇

• その他（死亡等）



4.1 予告による解雇(通常解雇）

• 解雇の要件：（１）解雇予告、（２）解雇補償、又は（３）（１）
（２）の組合せ。

• 解雇予告通知の方法・時期

– 書留又は執行吏による送達

– 予告期間及びその始期が特定される。通知後翌週月
曜日から起算する。

– ホワイトカラーについても解雇理由の告知が必要に
なった（C4という書面に理由の記載欄有）

– 書留の場合、３労働日後に到達と看做す



4.2 新法: 解雇の事前通知期間 (préavis)

事前通知期間・通知に代わる補償は勤続年数で決定（従前
は、年収32.254€以上は年齢及び年収が考慮）

解雇の事前通知期間（次頁参照）§37/2

勤続月数により1-2週単位で増加

勤続年数4年までは1週ごとに増加

勤続年数5年以後：勤続年数増→3週間

勤続年数19-20年: 勤続年数増→2週間

勤続年数20年超: 勤続年数増→1週間

勤続年数２年まで及び5年-18年の間が予告通知の期間の
増加が長い。⇒早めに手を打つ。



4.3 新菁白共通解雇事前通知期間（勤続年数の

みで決まる）注：赤字部分：勤続1年で3週間の増加

勤続期間 通知期間 勤続期間 通知期間 勤続期間 通知期間

- 3月 2 週間 5 – 6年 18週間 16 – 17年 51週間

3 – 6 月 4 6 - 7 21 17 – 18 54

6 – 9 月 6 7 - 8 24 18 - 19 57

9 – 12月 7 8 - 9 27 19 – 20 60

12 – 15 月 8 9 - 10 30 20 – 21 62

15 – 18 月 9 10 - 11 33 21 – 22 63

18 – 21 月 10 11 - 12 36 22 – 23 64

21 – 24 月 11 12 - 13 39 (+1) (+ 1週間）

2 – 3 年 12 13 - 14 42

3 – 4 13 14 - 15 45

4 – 5 15 15 – 16 48

Date of presentationInsert filename here 16



4.4 解雇理由が必要

 従前ブルーカラーは解雇理由が必要。ホワイトカラーは原則不
要だった。

 2014.4.1以後ホワイトカラーの解雇についても理由が必要

 国家労使協議会の協約n°109:事前通知の場合、従業員は
理由告知の請求を解雇通知から6月以内、雇用終了から2月
以内に書留で通知。使用者は２か月以内に理由告知の義務。

 上記の手続遵守⇒解雇理由がないことを従業員が立証する

 上記の手続不遵守⇒解雇理由があることを会社が立証する

 上記の期間内に告知理由請求をしなかった従業員も後から解
雇理由がないことを立証することができる。不合理な解雇：補
償金が3-17週間分の給与分増額。



4.5 クラエス・フォームラは不適用

クラエス・フォームラは、2013.12.31.迄年収32.254€超の解
雇の実務に参照。裁判結果を統計処理したもの。法ではな
いが、実務においてはクラエスフォームラで予測・和解をす
る場合が多かった。現在の解雇については適用なし。
1. 年収12万€以下:0.87 x 勤続年数＋0.055 x 年齢＋

(0.038x千単位年収）- 1.95
例：計算例：勤続年数９年、年齢46歳、年間給与60,000 
€ の場合、0.87 x 9 + 46 x 0.055 + 0.038 x 60  – 1.95 = 
7.83 + 2.53 + 2.28 – 1.95 = 10.69 ⇒ 11か月

2. 年収12万€超:0.87 x 勤続年数 + 0.055 x 年齢＋
(0.0029x千単位年収）+2.96
例、上記で年収が160千€, 46 x 0.055 + 9 x 0.87 -
0.0029 x 160 + 2.96 = 7.83 +2.53 -0.46 + 2.96 =  12.86 
⇒ 13か月



1.1. 2014より前に雇用したホワイトカラー従業員の解雇の
ルール(1)

新旧法の重複適用 (解雇/辞職) 

2014.1.1. より前に雇用が開始 → 2段階の計算を行う

PART 1

31/12/2013までに取得した勤続期間に関する計算

→ 31/12/2013に適用された法令・その他のルールに基づ
いて計算する。

! 但し、高収入ホワイトカラー (年収> 32.254 EURO 及び > 
64.508 EURO) – の事前通知期間は期間に応じた金額と
する（クラエス・フォームラではない。）

解雇の場合: 勤続年数1年につき1月、 (最低3か月)



1.1 2014より前に雇用したホワイトカラー従業員の解雇(2)

PART 2
31/12/2013より後に取得した勤続期間に関
する計算→新法適用



4.6. 計算例

 例

21

例. 1

従業員
勤務開始日： 1/1/2000
解雇通知： 16/7/2014
31/12/2013現在年収グロス < 
32.254 €
事前通知期間合計 = 9 か月 + 6 
週間
•事前通知期間 (勤続期間
1/1/2000-31/12/2013) = 3 月x 3 
= 9 月＊
•事前通知期間 (勤続期間
1/1/2014 -1/7/2014) = 6 週

＊N.B.:旧法に基づく (勤続年数5
年ごとに3か月）

例. 2

従業員
勤務開始日： 1/1/2000
解雇通知： 16/7/2014
31/12/2013現在年収グロス > 
32.254 €
事前通知期間合計 = 13 か月 + 
6 週間
•事前通知期間 (勤続期間
1/1/2000-31/12/2013) = 1 月x 
13 = 13 月**
•事前通知期間 (勤続期間
1/1/2014 -1/7/2014) = 6 週

** N.B.:旧法に基づく ! (勤続年数
1年ごとに1か月）クラエス・フォー
ミュラではない。



4.7 予告なし補償金支払いによる解雇

• 解雇予告をしないまたは解雇予告期間を
短縮して解雇することもできる。（懲戒解雇
とは異なる。）

• ⇒予告に代わる補償金を支払う（「補償金
1月/週分」は賞与、各種手当ベネフィットお
よび休暇手当てを含むので通常の月/週給
よりもかなり高くなる。）

• 上記補償金については、約35%の社会保
険料及び適用される所得税の対象となる。



4.8 ブルーカラーの解雇の場合

平等となった解雇のルールの適用を
31/12/2017まで遅らせる移行期間のルー
ルが原則となる。

31/12/2017までにブルーカラーで不要な人

材は解雇し、あるいはより望ましい人材に
代える。この作業は現在極めて重要である。

新採用したブルーカラーが期待に応えない
場合もう一度代える可能性がある。



4.9 解雇権の制限

• 労働協議会、労働予防保護委員会の委員
及び候補者

• 組合代表の委員

• 妊娠・出産

• 傷病による雇用契約の履行不能

• 差別またはセクハラの不服申立人

＊上記の場合御相談ください。



5. 営業担当者の特別補償

• 営業担当者については、通常の解雇補償に加えて「顧
客補償」を払う。（更にコミッションの支払いがある。）

– 勤続1-5年： 給与３月分

– 勤続5年超： 勤続5年を超える5年毎に１月分

– この補償には社会保険料はかからない。

• 尚、独立のエイジェント又はコンサルタントという地位で
契約しても、「従属性」が認められる（独立性がない）場合
には、雇用契約の存在が認められる。

• EU指令に基づきエイジェントを保護する法律もある。

• ベルギー販売店保護法は販売店を一方的解除から保護
する。



6.1 懲戒解雇事由

• 解雇予告、解雇補償は不
要⇒要件を欠く場合には、
通常解雇の補償が必要。
解雇権濫用の場合には
そのルールに従う。

• 懲戒解雇事由：雇用関係
の継続を、即時かつ永久
的に不可能ならしめる契
約上の重大義務違反

Ｏ Ｘ
窃盗暴行等の犯
罪

成績不良

業務上の重過失 軽過失

不当業務命令違
反

私生活上の事
実、例ホモ

競業禁止違反 思想、信条、宗
教

欠勤遅刻の反復
＋警告

単なる欠勤遅刻



6.2 懲戒解雇手続

• 使用者は、懲戒解雇事由を知ったときから3労働
日以内に解雇の実行を要する。

• 事実調査＋本人に弁明の機会
• 使用者は、その従業員に対して解雇の日から3

労働日以内に当該事実を書留で通知しなければ
ならない。

• 懲戒解雇の有効性が争われたときには上記事
実のみが審理対象

• 使用者が解雇事由の立証責任を有する。立証で
きない場合、通常解雇補償の支払を要する。



7. 看做し解雇

• 使用者が雇用契約の重要な条件・内容を一方的
に変更した場合には、解雇と看做される。

• 雇用契約の重要な内容の変更権を使用者に与
える契約条項は無効である。

• 雇用契約の重要でない内容を明記し、明確な基
準を定め、変更権の行使が信義則に違反しない
場合には、有効である。従業員が管理職の場合
勤務場所の変更もこのようにして認められる場
合が多い。秘書やクラークの勤務場所の変更を
行うことは、通常は困難である。



8. 辞職の通知期間；解雇補償はないが
休暇補償はある。

勤続期間 通知期間(週） 勤続期間 通知期間(週）

＜3か月 1 4 – 5 年 7

3 – 6 か月 2 5 – 6 年 9

6 – 12 か月 3 6 – 7 年 10

12 – 18 か月 4 7 – 8 年 12

18 – 24 か月 5 8 年以上 13

2 – 4 年 6



9.1 集団解雇事由

• 解雇を行う事業の、集団的解雇の前年の平均従
業員数が、20名以上、かつ

• 解雇の理由が、当該従業員の勤務の成績・能力
に関係しない、かつ

• 60日間に解雇された従業員数が前年平均従業
員数との関係で以下の人数以上
– 20-99人：10名

– 100-299人：10%

– 300人以上：30名

尚、上記は協約で変更されている場合が多い。



9.2 集団解雇手続

• 従業員代表への情報提供（＋地方労働事
務所に通知）

• 従業員との情報提供・協議手続

• クーリングオフ期間（異議申立期間）

• 従業員への正式解雇通知

• 集団解雇補償



9.3 従業員に対する情報提供
• 誰に？

– 労働協議会（ない場合には、組合代表、ない場合には、
従業員全員。）同時に地方労働事務所にも通知

• 何を？
– 解雇の理由、

– 解雇される従業員の数およびカテゴリー、

– 通常雇用されている従業員の数およびカテゴリー、

– 解雇の時期、

– 解雇対象者の選択基準、

– 法令・協約に定めのない解雇の補償金の計算方法



9.4 従業員との協議手続

従業員代表に、集団解雇の内容・理由を説明し(i)解雇回避、
(ii)解雇人数の削減、(iii)結果緩和の為の措置について協
議しなければならない。

あくまで、集団解雇の内容の決定権は使用者にある。従業
員は、決定そのものには関与できない。

しかし、十分かつ実質的な協議が必要。協議の内容を考慮
して、集団的解雇の内容を決定する。
十分な協議をしないと、
• スト、ピケなどの労働争議の発生
• 訴訟リスク・多額の追加費用⇒リストラの失敗
• 会社、経営陣への刑事罰の適用

＊一般傾向としてベルギー人は解雇の追加補償金
(⇒social plan)が雇用の確保よりも重要。ブリッジ・ペンショ
ンで悠々自適の生活を早く始めたい人が多い。⇒財政問題



9.5 従業員との「協議」の注意事項

• 協議の前に既に決定されているような状況証拠を出さな
い。例、販売店契約解除、親会社の出張者の失言（「す
まない。撤退以外の方法はないんだ。」）

• 十分な情報を書面で開示する。

• 数回会合を持ち、質問、提案をさせる機会を与え、これら
に対して回答、説明、実現不可能性などの議論を行う。

• 弁護士が出席して議事録を作成するのが安全。

• 裁判例では、3週間から4月程度必要としている。

• 従業員がお金しか興味を示さない場合には、social plan
の話を迅速に進める。



9.6 当局への通知・クーリングオフ期間

• 使用者は協議の後、地方労働事務所に対し、集
団解雇の届出を行う。

• 届出から30日のクーリングオフ期間、集団解雇
の実行はできない。地方労働事務所は、期間を
60日まで延長可能。

• クーリングオフ期間、従業員代表は、情報提供ま
たは協議手続不履行を理由に集団解雇の異議
申立可能

• 通常この期間に、使用者がソーシャル・プランを
提案し、その交渉が行われる。組合が不合理に
ゴネル場合には解雇の手続きを進める。



9.7 集団解雇補償

• 解雇補償が一定のレベルに達しない場合、ソー
シャルプランに加えて下記の場合集団解雇補償
が必要となる。

– 技術的経済的理由による集団解雇

– 60日間に解雇された従業員数が

• 前年平均従業員数が20-59: 6人以上

• 60人以上の事業：前年平均従業員数の10%以上

• 但し事業所閉鎖の場合は別の補償となる。



10.1 労働組合

• 組合代表および使用者の代表は、労働協
約を締結することができる。

• 労働協約は、執行力がある。



10.2 組合代表
• 「組合代表」：企業内における組合の代表である。

• 各セクターの労働協約には「組合代表」に関する条項が
ある。労働協約に従業員/組合員等人数要件等の条件が
規定されている。

• 各組合の1名以上の代表者からの要請があれば「組合

代表」を設置しなければならない。人数要件が満たされ
ても組合代表のいない企業も多数ある。

• 組合代表は、組合から指名された従業員又は企業の他
の従業員から選挙で選出された従業員である。

• 労働協約に委任事項、組合員の権利、組合員の会合、
代表者の解雇の保護等の規定がある。



10.3 組合代表の機能

• 組合代表は、賃金・労働条件につき個人の又は集団的
要求を企業と交渉する

• 組合代表は、労働協約の適用、労働法の条件の維持に
つき交渉する。

• 労働協議会の無い場合企業の雇用政策の予想・変更に
つきこれに代わって受領する権限を有する。

• 労働協議会の無い事業所では、使用者の経済財務情報
の受領、CBA n°9ter

• 労働予防保護委員会の無い場合、使用者の経済財務情
報の受領



10.4 労働予防・保護委員会の設置義務

• 従業員が平均50名を超える事業所は労働
予防・保護委員会を設置する義務有

• 労働側代表は、4年ごとに選挙で選出（次
回は2016）

• 同委員会の無い場合には、組合代表がそ
の機能を果たす。

• 組合代表もない場合には全従業員が決定
を行う。



10.5 労働予防・保護委員会の機能

• 従業員の厚生を改善する積極的な行動を行う

• 使用者の作成する年次包括労働安全計画/HR

行動指針の作成、施行及び評価につき提案・助
言を行う

• 労働予防・保護委員会代表は解雇から保護

• 労働協議会の無い事業所では、使用者の経済
財務情報の受領

• 労働協議会及び組合代表の無い場合、一定の
HR情報の受領



10.6 労働協議会の組織

• 労働協議会は、企業内で経営側と労働側の代表
者が議論する場である。

• 平均従業員数が100名の場合に設置義務

• 経営側は、労働側の代表の人数以内で自由に
代表者を決定する。

• 労働側代表は4年毎の選挙で選出されるが、2-
25名で会社の規模による。



10.7 労働協議会の機能

• 労働協議会は、経済、財務及びHR案件に関す
る情報及び協議の組織である。

• 四半期ごとに企業の状況に関する生産性及び一
般情報を受領

• 会社の業績に関する情報を期末に受領

• 次頁につき意見・提案・反対を行う

• 労働協議会を要しない企業も次頁の経済,財務
,HR事項につき予防保護委員会に情報提供義
務有



10.8 労働協議会の協議の範囲

• 就業規則の作成

• 労働条件順守の監視

• 企業内の雇用状況に関する情報/協議

• トレーニングに関する情報/協議

• 企業内組織変更・企業閉鎖に関する情報/協議

• 解雇及び採用の基準に関する情報/協議

• HRマネジメントに関する情報/協議



10.9 合同委員会 の機能

• 労働協約の作成

• 労使間の紛争の予防と調停

• 政府、国家労働協議会及び中央経済協議
会に対する助言

• 労働法案及びセクター間の労働協約の起
草・施行
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